
○一定の関係を有する法人との契約に関する情報の公表 2019年11月11日現在

【競争入札による契約】

前々年度 前年度 直近年度

該当なし

【随意契約】

前々年度 前年度 直近年度

東ティモール国ブルト灌漑施設改修
計画　フォローアップ協力（調査）
業務実施契約

2019/9/3
ＮＴＣインターナショナル株式会社
東京都江東区亀戸１丁目４２番２０号
（1011101012790）

22.9 木邨 洗一/執行役員/専任職 1,664.8 1,739.6 1,016.4 2/3以上
企画競争
1者応募

2019年度青年研修「モルディブ／農
村振興コース」研修委託業務契約

2019/9/4

特定非営利活動法人国際農民参加型技術ネット
ワーク
茨城県つくば市牧園５番地１３フローラ牧園２０
３号室
（2050005002019）

2.7
永井和夫／理事／国内機関長
狩野良昭／理事／国内機関長

美馬巨人／事務局長／在外事務所長
121.7 104.2 62.3 2/3以上

企画競争
2者応募

2019-2021年度課題別研修「中南米地
域 生活改善アプローチ持続的農村開
発のための普及手法の適用と普及員
育成」の業務委託契約（1年次）

2019/9/12

特定非営利活動法人国際農民参加型技術ネット
ワーク
茨城県つくば市牧園5-13フローラ牧園203号室
（2050005002019）

30.9 同上
参加意思確認公募

1者応募

フィリピン国災害リスク軽減・管理
能力向上プロジェクトフェーズ2（第
1期）業務実施契約

2019/9/4

共同企業体代表者　株式会社オリエンタルコンサ
ルタンツグローバル（2011001100372）*
構成員　株式会社建設技研インターナショナル
（6010601035306）
構成員　パシフィックコンサルタンツ株式会社
(8013401001509)

474.1 黒川 肇/顧問/監事 5,259.0 7,331.5 7,839,3
1/3以上
1/2未満

企画競争
3者応募

エジプト国省エネ対策支援事業情報
収集・確認調査業務実施契約

2019/9/5
共同企業体代表者　株式会社オリエンタルコンサ
ルタンツグローバル（2011001100372）*
構成員　株式会社三菱総合研究所(6010001030403)

106.6 同上
企画競争
2者応募

モザンビーク国サイクロン・イダイ
被災地域強靭化プロジェクト（ファ
スト・トラック制度適用案件）業務
実施契約

2019/9/6

共同企業体代表者　パシフィックコンサルタンツ
株式会社（8013401001509）
構成員　株式会社オリエンタルコンサルタンツグ
ローバル（2011001100372）*
構成員　株式会社マツダコンサルタンツ
（1011001022171）

737.3 同上
企画競争
2者応募

2019年度国別研修ブータン「住民関
与の地方行政」コースに係る研修委
託契約

2019/9/9
公益社団法人青年海外協力協会
長野県駒ケ根市中央16番7号
（8010005019069）

3.6 北野一人／常務理事・事務局長／国内機関長 1,614.0 1,280.6 1,178.1
1/3以上
1/2未満

参加意思確認公募
1者応募

2019年度課題別研修「災害復興支
援」（201984734J002）【研修委託契
約】

2019/9/13
公益社団法人青年海外協力協会
長野県駒ケ根市中央16番7号
（8010005019069）

3.7 同上
企画競争
2者応募

全世界2019年度案件別外部事後評
価：パッケージⅢ-3（中国、エチオ
ピア、ラオス）業務実施契約

2019/9/27

共同企業体代表者　株式会社国際開発センター
（2010701024476）
構成員　一般財団法人国際開発機構
(7010405009018)*
構成員　ＯＰＭＡＣ株式会社（4010001013293）

54.3 松岡和久／評議員／理事 223.4 213.6 206.9 2/3以上
企画競争
2者応募

1 「当機構OBの再就職に係る情報」の各欄には、契約締結日時点の情報を掲載しています。
2

当機構OBの再就職に係る情報
再就職者の氏名／現在の職名／独法での最終職名

「当機構との取引に係る情報」の「取引高」欄には、契約先の契約締結時点での直近3ヵ年の財務諸表における当機構との取引高を、「取引割合」欄には、直近年度の総売上高又は事業収入に占める当機構との取引高の割合につき、1/3
以上1/2未満、1/2以上2/3未満、または2/3以上のいずれに該当するかを掲載しています。

当機構との取引に係る情報 備考
（契約方法及び

一者応札であったか）
取引高（百万円） 直近年度の

取引割合

＜注＞

同上

同上

同上

同上

物品役務等の名称及び数量
契約
締結日

契約相手方の名称及び住所（法人番号）
（共同企業体の場合は*が該当法人）

契約金額
（百万円）

「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成22年12月7日閣議決定）を踏まえ、次の要件に該当する契約先について、契約先の協力を得て、各契約ごとに、当機構OBの再就職に係る情報及び当機構との取引に係る情報を公表
するものです。

　（公表対象の要件）
　　①当機構の役員経験者が再就職している、又は当機構の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。
　　②総売上高又は事業収入に占める当機構との間の取引割合が３分の１以上である。

物品役務等の名称及び数量
契約
締結日

契約相手方の名称及び住所（法人番号）
（共同企業体の場合は*が該当法人）

契約金額
（百万円）

当機構OBの再就職に係る情報
再就職者の氏名／現在の職名／独法での最終職名

当機構との取引に係る情報 備考
（契約方法及び

一者応札であったか）
取引高（百万円） 直近年度の

取引割合
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